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１．はじめに 
 動物や人間を含めた個体の選択行動研究において，選択

反応率とその反応によって得られる強化子数が対応する

という対応法則(matching law)が概ね成立するとされてい

る(Hernstein, 1961; Mazur,1998;坂上,1997)．オリジナルの対

応法則では，反応バイアス，過大対応，過小対応などを説

明するうえで問題があるので，対応法則を拡張した一般対

応法則が提案されており(Baum,1974,1979)，一般対応法則

の説明可能性は比較的高い．対応法則や一般対応法則がな

ぜ成立するのかというということについて，いろいろな論

争があったが，充分な理論的な決着はついていない（Mazur,     
1998 ;坂上,1997）．本論文では，一般対応法則について解

説し，近年の我々の研究における一般対応法則に関する理

論的研究（藤井・竹村 ,2001;Fujii & Takemura,2002; 
Takemura,& Fujii,2004）の経緯を紹介し，意思決定理論と

一般対応法則がどのような関係にあるのかを検討する． 
 
２．一般対応法則とは何か 
 一般対応法則の元になる対応法則は，Hernstein(1961)に
よって，提唱されている（Mazur,1999）．彼は，ハト用実

験箱を用いて，並立の変動時隔（VI）強化スケジュールに

おいてハトの選択行動を研究した．この研究では，例えば，

2羽のハトは，左キーへの選択反応をVI135秒スケジュー

ルで，右キーについては，VI270 秒スケジュールで強化さ

れる訓練を受けた．VI135秒スケジュールというのは，選

択反応をしてから平均135秒の時間間隔を置いてから強化

子が与えられる訓練の形式であり，VI270 秒スケジュール

というのは，平均270秒の時間間隔を置いてから強化子が

与えられる訓練の形式である．ある一定の時間間隔をとる

と，VI135 秒スケジュールの方が，VI270 秒スケジュール

よりも 2 倍の強化子を得ることができる．Hernstein(1961)
は，この並立の VI スケジュールの選択学習を行った後，

キーの選択をどのように配分するかを検討した．その結果，

左（右）キーへの選択反応率が左（右）キーへの反応から

供給された強化子の割合に対応していることを見出した

のである．すなわち，彼が提案した対応法則は，下記の式

が成り立つことを意味する． 
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ここで，R1 は反応１（例えば，左キーへの反応）の数，

R2 は反応２（例えば，右キーへの反応）の数，ｒ１は反応

１によって得た強化子数，ｒ２は反応２によって得た強化

子数である． 
この（1）式より，（2）式が得られる． 
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一般対応法則の基本となるオリジナルな対応法則は，

Autor(1969)によって提案されて以来，種々の実験にてその

経験的妥当性が確認されてきた．その中でBaum(1976)は並

立強化スケジュールでの被験体の反応比（R1/R2）は，相対

強化比（r1/r2）と（3）式のように対応しているとする一般

対応法則を提案した． 
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ここに，k は一方の選択肢への反応の偏りを，a は相対強

化比に対する反応の感度を意味する経験定数である．（3）
式を Hernstein(1961)が表現したような形の相対的選択率の

形式で表現すると（4）式になる． 
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  Baum(1974,1979)は，一般対応法則において，ｋが特定の

選択しバイアスを表現すると考え，a＞１のとき過大対応

(overmatching)になり，a＜１のとき過小対応(undermaching)
になるとした．過大対応とは，被験体の反応の割合が強化

の割合に比べて極端になる現象であり，過小対応とは，そ

の逆に反応の割合が強化の割合に比べて極端な方向に行

かない現象である．また，（４）式に示されているように，

ｋ=１かつ a=1 のとき，（１）式の対応法則が成り立つこ

とになる． 
 
３．一般対応法則の理論的背景について 
一般に対応法則を説明する理論としては，強 化 最 大 

化 （reinforcement maximaization） 理論(Rachlin,Green, Kagel, 
& Battalio,1976; Rachlin, Battalio, Kagel, & Green, 1981)があ

る．この理論は，対応法則に基づく選択反応が最大の強化

を与えることを予想する．したがって，この理論の背後に

は，被験体が長期的な意味での最適化を行うことを暗黙に

仮定していることになる．Rachlinら(1976)は，強化率の合

計の最大化と対応法則が等価であるということを主張し

たが，Heyman & Luce(1979)は，数理モデルによる分析から

Rachlinら(1976)の主張が間違っていることを指摘している．

Heyman & Luce(1979)は，次のように結論づけている．“We 
have shown that maximizing overall reinforcement rate is not 
sufficient condition for matching. In contrast, those who have 
argued for maximizing have yet to demonstrate a plausible model 
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of behavior which support their hypothesis.” (Animal Learning 
Behavior, 7, pp.139 (1979))． 
対応法則の成立に関しては，強化最大化理論という長

期的な最適化を仮定する巨視的理論のほかに，瞬間にお

ける強化率が最大になるように個体が選択行動を行って

いると考える微視的最大化（momentary maximization） の
理論(Hinson & Staddon, 1983; Shimp, 1969)がある．また，

被験体が時間と努力の両方あるいはそのいずれかを，選

択肢のより良いほうに増加させるように逐次調整して，

選択肢肢間に得られる強化効率を等しくするように選択

を行っていると考える逐次的改良（melioration）の理論

(Herrnstein & Vaughan, 1980; Vaughan, 1981)が提案されて

いる．しかし，それぞれの理論的立場からの論争はいま

だに決着がついていない (Mazur, 1998;坂上，1997)．また，

これらの理論的説明は，対応法則に関するものが中心で

あり，一般対応法則の理論的説明についてはほとんど言

及されていない． 
  
３．一般対応法則の意思決定論的解釈 
 一般対応法則を意思決定理論的に説明する試みとして，

行動的意思決定研究の中で多用されてきたランダム効用

理論（Thurstone, 1927; McFadden, 1974）と，古典的な精神

物理法則であるフェヒナーの法則（Fechner, 1860）の両者

を基盤として，一般対応法則を導出したものがある（藤

井・竹村，2001;  Fujii & Takemura, 2002; Takemura,& 
Fujii,2004）． 
  この導出過程を，これまでの論文とは多少表現を変える

ことによって説明する．まず，強化子 r1，r2の感覚強度は

フェヒナーの法則に従い，かつ，選択行動に確率的ノイズ

が影響すると前提した上で，以下のランダム効用の最大化

行動という形で選択行動を定式化する． 
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  ただし， 

  ( ) 111e1 log ε++= drcU  

( ) 2222 log ε++= drcU e        (5) 

 
 ここに， )( 21 UUp > は，効用 1U が効用 2U を越える

確率であり，R１の選択択確率を効用の差が０を越える場合

とみなすのである．また，ε1, ε2は誤差項，cは強化子への

効用の感度を意味するﾊﾟﾗﾒｰﾀ，d１，ｄ２は効用関数の切片

である． 

ここで，誤差項分布として互いに独立な二重指数分布（ｶﾞ

ﾝﾍﾞﾙ分布）を仮定し，積分計算を含む式展開を行うと， 
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が得られる．また，これを書き換えると，（7）式が得

られる． 
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 上式の )( 21 dde − を定数ｋであり，（7）式の a と（3）式

のｃは記号表現が異なるだけであるので，（７）式は（3）
式の一般対応法則を示していると解釈できる．すなわち，

（7）式と一般対応法則の（3）式を見比べると，効用関数

の切片の差のべき乗 )( 21 dde − とパラメータ c が，一般対応

法則のパラメータkとaにそれぞれ一致している． 
 さて，これらのことから，一般対応法則における過大対

応，過小対応，バイアスについて意思決定論的に解釈しよ

う．まず，過大対応は，ｃ＞１の場合であるから，効用関

数の傾きが急であり強化子への感度が高い場合に生じや

すいと考えることができる．それに対して，過小対応は，

ｃ＜１の場合であるから，効用関数の傾きがゆるやかであ

り，強化子への感度が低い場合に生じると解釈することが

できる．また，バイアスについては，効用関数の切片の差

異が存在しない場合（ｄ１－ｄ２＝０），バイアスを示す（3）
式のｋは１になる．また，効用関数の切片の差異が正の場

合（ｄ１－ｄ２＞０），ｋ＞１となり，選択肢１に対するバ

イアスがあることを示す．また逆に，効用関数の切片の差

異が負の場合（ｄ１－ｄ２＜０），ｋ＜１となり，選択肢２

に対するバイアスがあることを示す．このように，これま

での動物の選択行動における対応法則，過大対応，過小対

応，バイアスなどをすべて強化子に対する効用関数の形状

に帰着できるのである． 
 
４．一般対応法則に関する定理と含意 
藤井･竹村（2001）の研究やYellot(1977)のランダム効用

と選択確率の研究における研究を整理して一般化すると

以下のような一般化対応応法則に関する諸定理が導かれ

るので(Takemura,& Fujii,2004).，そのいくつかを報告して，

その定理の含意について説明する． 
 定理１ (5)式に示されたランダム効用モデル（フェフィ

ナー法則とランダム効用最大化が成り立つこと）が成立し，

ランダム効用の誤差項ε1，ε2が下記の互いに独立な二重
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指数分布（ガンベル分布）に従う時，（6）式の一般対応

法則が成り立つ． 
 
 
 
 
 この定理は，フェフィナー法則とランダム効用理論から

一般化対応法則が導けることを示しているが，そのときに，

二重指数分布（ガンベル分布）のパラメータがαが正であ

るだけで成立することを示している．また，ランダム効用

の誤差項のパラメータが正の線形変換に関して一意であ

ることを示している． 
 定理 2 ランダム効用の誤差項ε1，ε2 が上記の二重指

数分布に従う時，(5)式のランダム効用モデルはルース

（Luce，1959)の選択公理と等価である．また，ランダム効

用の誤差項のパラメータは，正の線形変換に関して一意で

ある． 
ここで選択公理とは，選択肢集合Tの部分集合Sを考え，

Sの部分集合Qを考えたとき，Tの中からQが選ばれる確

率は，Tの中からSが選ばれる確率と，Sの中からQが選

ばれる確率の積になっている（ただし，選択確率はいずれ

も０でも１でもないとする）．また，選択公理が満たされ

るときは， 
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となるような正の実数値関数vが存在することになる． 
 定理３ (５)式のランダム効用モデルの差の分布が下記

のロジスティック分布Df（ｘ）に従うことは，(５)式のラ

ンダム効用モデルが（6）式の一般対応法則に等価である

ことの必要十分条件である． 

    Dｆ（ｘ）＝ 
xe α−+1

1
,  α＞０ 

 このことは，ランダム効用モデルの誤差項の差がロジス

ティック分布になっているときにのみ，フェフィナー型の

ランダム効用理論が一般対応法則と等価になることを示

している．ランダム効用モデルの誤差項が独立な二重指数

分布（ガンベル分布）のときは誤差項の差の分布はロジス

ティック分布になるが，逆は必ずしも真ではない．

Yellott(1977)は，他の分布でも誤差項の差の分布がロジステ

ィック分布になる例を示している． 
定理４ (５)式のランダム効用モデルの差の分布が下記

のロジスティック分布Df（ｘ）に従うことは，(５)式のラ

ンダム効用モデルがルース（Luce，1959)の選択公理に等価

であることの必要十分条件である(Yellot,1977)． 
 定理５ (５)式のフェフィナー型のランダム効用モデル

とルース（Luce，1959)の選択公理が成立する条件で，一般

対応法則が成立する． 
このことは，一般対応法則が，フェヒナー法則，サース

トンのランダム効用モデルという意思決定論や心理学の

古典的概念と密接な関連性を持っていることを示してい

る．フェヒナー法則，サーストンのランダム効用モデル，

ルースの選択公理の同時存在が，一般対応法則を成り立た

せていることを示しており，意思決定論から対応法則を理

論的に説明可能なことを示している． 
 
５．結 論 
 本論文では，動物や人間を含めた個体の選択行動研究に

おいて，選択反応率とその反応によって得られる強化子数

が対応するという対応法則を一般化した一般対応法則に

ついて理論的考察を行った．オリジナルの対応法則では，

反応バイアス，過大対応，過小対応などを説明するうえで

問題があるので，対応法則を拡張した一般対応法則が提案

されているが(Baum,1974,1979)，一般対応法則がなぜ成立

するのかというということについて，これまでに充分明ら

かにされていなかった． 
本論文では，一般対応法則について解説し，近年の我々

の研究における一般対応法則に関する理論的研究（藤井・

竹村,2001;Fujii & Takemura,2002; Takemura,& Fujii,2004）の

経緯を紹介し，意思決定理論と一般対応法則がどのような

関係にあるのかを検討した． 
まず，一般対応法則は，フェフィナーの対数型の効用関

数と二重指数分布（ガンベル分布）の誤差項を仮定したラ

ンダム効用理論から導出できることが明らかになった．一

般対応法則における過大対応，過小対応，バイアスについ

て意思決定論的に解釈すると，まず，過大対応は，効用関

数の傾きが急であり強化子への感度が高い場合に生じ，過

小対応は，効用関数の傾きがゆるやかであり，強化子への

感度が低い場合に生じると解釈することができた．また，

バイアスについては，効用関数の切片の差異が正か負かに

よって説明できることが明らかになった．このように，対

応法則やそれに関連する現象を効用関数の形状に帰着で

きることがわかった． 
また，理論的考察により，フェヒナー法則，サーストン

のランダム効用モデル，ルースの選択公理の同時存在が，

一般対応法則を導くことがわかった． 
今後も，人間や動物の選択現象を示す対応法則を，ラン

ダム効用理論やフェフィナーの心理物理関数などの概念

によって説明することによって，より一層に明らかにでき

ると期待できる． 
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